
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍における 

原油価格・物価高騰対策 
（令和４年度６月補正予算の概要） 

令和４年６月 

防 府 市 
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○補正予算編成の考え方 
 

コロナ禍における原油価格・物価高騰等による影響に迅速に対応するため、国の総合

緊急対策による臨時交付金を全額活用した「市民生活支援」を講じるとともに、「事業

者支援」や「感染症対策」を実施するため所要の予算を計上する。 

 

 

 

 

単位：千円

国庫支出金 県支出金 その他 臨時交付金 一般財源

850,000 410,000 20,000 0 379,930 40,070

※
子育て世帯への
生活支援特別給付金事業

110,000 110,000 0

※
住民税非課税世帯への
臨時特別給付金事業

300,000 300,000 0

夏期光熱費助成事業 163,000 163,000 0

給食費高騰緊急対策事業 100,000 20,000 80,000 0

子育て世帯への生活応援
『食うポン』事業

177,000 136,930 40,070

210,000 0 0 100,000 0 110,000

中小企業振興資金制度の
拡充

105,000 100,000 5,000

中小企業緊急省エネ対策
支援事業

50,000 50,000

農業経営継続緊急支援事業 15,000 15,000

農業省エネ対策支援事業 15,000 15,000

畜産経営継続緊急支援事業 5,000 5,000

漁業省エネ対策支援事業 10,000 10,000

漁業経営継続緊急支援事業 10,000 10,000

212,000 142,000 0 0 0 70,000

※
新型コロナウイルス
ワクチン接種事業

130,000 130,000 0

マイナンバーカード取得
促進事業

12,000 12,000 0

新型コロナウイルス感染症
関連対策予備費の確保

70,000 70,000

1,272,000 552,000 20,000 100,000 379,930 220,070

※　補正予算第１号分

補正額
財源内訳

計

市民生活支援

事業名

感染症対策等

事業者支援

諸収入

補正予算総額    １２．７億円 
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《市民生活支援》                      ８５０百万円 

   

 

 

 

 

○子育て世帯への生活支援特別給付金事業（補正予算第１号分） 110百万円 
 

食材費の物価高騰等に直面する子育て世帯へ特別給付金を支給します。 

 

  〔支 給 額〕児童１人当たり５万円 

〔対 象 者〕令和４年度分の住民税均等割が非課税の世帯（７月中に支給）等 

※児童扶養手当受給者分については６月に支給済み 

 

 

○住民税非課税世帯への臨時特別給付金事業（補正予算第１号分） 

         300百万円 
 

令和３年度から支給している特別給付金（令和３年度：1,520百万円）につい

て、令和４年度から新たに住民税均等割が非課税となった世帯に支給します。 

 

〔支 給 額〕１世帯当たり１０万円 

〔対 象 者〕新たに令和４年度分の住民税均等割が非課税となる世帯等 

（約3,000世帯） 

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の給付金事業を実施するとともに、コロナ禍で経済的に厳しい環境に置

かれた生活者に対する夏期光熱費や、子育て世帯に対する食材費を支援する

など、臨時交付金を活用した生活者への支援を実施します。 
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 ○夏期光熱費助成事業（住民税非課税世帯を対象）       163百万円 
 

電気料金等が高騰する中、夏期光熱費の経済的負担を軽減するため、生活応援給

付金を支給します。 
 

〔支 給 額〕１世帯当たり１０，０００円 

〔対 象 者〕令和４年度分の住民税均等割が非課税の世帯等（約15,000世帯） 

 

 

○給食費高騰緊急対策事業                   100百万円 

（保育所分：23百万円） 

（小中学校分：77百万円） 
  

市内の保育所や小中学校での給食の食材費高騰により、子育て世帯の負担が増加

することのないよう、昨年度との食材費の差額を補助します。 
 

〔対  象〕保育所等、市立小中学校における給食費 

        ※私立中学校、幼稚園等は県が実施 

 

 

○子育て世帯への生活応援『食うポン』（クーポン）事業    177百万円 
 

物価高騰の影響下にあっても、子どもたちにしっかりと食事で栄養を取っていた

だくとともに、市内における消費を下支えするため、食材の購入等に使用できるク

ーポン券を配付します。 
 

〔支 給 額〕児童１人当たり１０，０００円のクーポン券 

      ※共通券及び専用券の発行 

〔対 象 者〕１５歳以下の子ども（約15,000人）のいる世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

「共通券」を利用できる店・・・利用登録される全ての市内店舗 

「専用券」を利用できる店・・・利用登録される市内店舗のうち中小規模店 
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《事業者支援》                       ２１０百万円 

  

 

 

 

 

 

中小企業者支援 
 

○中小企業振興資金制度の拡充                105百万円 
 

中小企業者等の資金繰りを支援するため、新たな融資枠（原油価格・物価高騰対

策資金）を設けます。 
 

〔融 資 枠〕５億円 

〔融資要件〕売上総利益が前年同期比５％以上減少等 

〔限 度 額〕１，５００万円 

〔利  率〕１．４％ 

〔保 証 料〕市全額負担 

 

 

○中小企業緊急省エネ対策支援事業               50百万円 
 

 原油価格や物価高騰対策として、省エネルギー設備を導入する中小企業者を支援

します。 
 

〔対 象 者〕中小企業者 

〔補 助 額〕対象事業の３／４（上限２０万円） 

〔対象経費〕ＬＥＤ照明の導入経費、空調設備の更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原油価格・物価高騰に直面する状況下において、中小企業者への省エネ対

策等の支援や、農業者、漁業者への事業継続や省エネ対策等の支援を県事業

と一体となって実施するとともに、魚価向上のための施設整備等を支援しま

す。 
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農業者支援 
 

 ○農業経営継続緊急支援事業                   15百万円 
 

 農業者の経営継続につながるよう、肥料購入の高騰分を県事業と一体的に支援し

ます。 
 

〔対 象 者〕令和５年産の作付けを行う農業者 

〔補 助 額〕高騰分の１／２（作付面積１０ａ以上） 

      ◇県事業と合わせて対象経費の全額支援 

 

 

 ○農業省エネ対策支援事業                   15百万円 
 

 省エネ対策に取り組む農業者を県事業と一体的に支援します。 
 

〔対 象 者〕認定農業者 

〔補 助 額〕対象事業費の１／４ 

      ◇県事業（１／２）と合わせて３／４ 

〔対象経費〕トラクター、コンバイン等の点検、修理等 

 

 

 ○畜産経営継続緊急支援事業                    5百万円 
 

 畜産経営者の経営継続につながるよう、配合飼料購入に必要な経費を県事業と一

体的に支援します。 
 

〔対 象 者〕畜産経営者 

〔補 助 額〕配合飼料価格安定制度の生産者積立金（１ｔ購入につき６００円） 

の１／２（３００円） 

◇県事業と合わせて対象経費の全額支援 

       

 

 

 

 

 

 

（参考） 

・配合飼料価格安定制度とは 

  生産者と配合飼料メーカーや国の積立金により、配合飼料価格の上昇が畜産経営に及ぼす

影響を緩和するための制度。 
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漁業者支援 
 

○漁業省エネ対策支援事業                   10百万円 
 

 省エネ対策に取り組む漁業者を県事業と一体的に支援します。 
 

〔対 象 者〕市内漁協支所に所属する漁業者 

〔補 助 額〕対象事業費の１／４ 

      ◇県事業（１／２）と合わせて３／４ 

〔対象経費〕エンジンのオーバーホール、船底清掃等 

 

 

 ○漁業経営継続緊急支援事業                  10百万円 
 

漁業協同組合の魚価向上への取組を支援します。 
 

〔対 象 者〕山口県漁業協同組合 

〔補 助 額〕対象事業の１／２ 

  〔対象経費〕冷蔵設備の機能向上 
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《感染症防止対策等》                    ２１２百万円 

 

 

 

 

 

 

○新型コロナウイルスワクチン接種事業（補正予算第１号分）  130百万円 
 

国の方針に基づき、新型コロナウイルスワクチンの４回目接種を実施できる体制

を整備します。 
 

〔対 象 者〕３回目接種から５か月以上が経過した下記の者 

① ６０歳以上の者 

② １８歳以上６０歳未満で基礎疾患を有する者等 

〔予約方法〕インターネットまたはコールセンターでの電話予約 

〔接種方法〕集団接種（平日・土日の日中実施）・個別接種 

 

 

○マイナンバーカード取得促進事業               12百万円 
 

   国のマイナポイント第２弾の期間に合わせ、集客が見込まれる施設や公民館等へ

の出張申請窓口の開設回数を増やすなど、マイナンバーカードの取得促進に集中的

に取り組みます。 

   

  〔開設場所〕イオンタウン防府、イオン防府店、ゆめタウン防府、公民館等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新型コロナウイルス感染症関連対策予備費の確保        70百万円 
 

   今後の状況変化に迅速に対応できるよう、当初予算規模(１億円)を確保します。 

新型コロナウイルスワクチン接種を速やかかつ円滑に実施するために必要

な体制の確保や、機会を捉えたマイナンバーカードの取得促進に取り組みま

す。 

また、今後に状況変化に備え、当初予算規模の予備費を確保します。 

（参考） 

・国のマイナポイント第２弾 

 ６月３０日から最大で２０，０００円相当のマイナポイント付与開始 

※マイナンバーカードを９月３０日までに申請された方が対象 

・防府市の６月１日時点の交付率 

 ５１．６％（県内第１位） 


